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審査請求人
:大阪市西成区

]書

社援 第2  8  6  3 号

処二分　庁｡　　　　　　　　　･･
大阪市西成区保健福祉センター所長

審査請求人が、平成２３年３月８日付けで提起した生活保護法に基
づく保護停止決定処分に係る審査請求について、次のどおり裁決する。

主 文

処1分庁が平成２‘３年２月1 41 日 付けで行った保護停止決定処分を

取り消す。　　　　　　　づ

理

第１　 審査請求の趣旨及び理由

１ 審 査請 求 の 趣旨

由

本件審査舗求の趣旨は、処分庁が平成21 3年２月１ ４ 日 付けで
審査請求人（以下「請求人」という。）に対し､て行った生活保護法
（以下「法」という。）に基づく保護停止決定処分（以下「本件停



止決定」という。）の取り消しを求めるものと解される。

２　審査請求の加･由

本件 審 査請 求 の理 由の 要旨は、次のとおりである。

この度提出書類がおくれ停止に成り,まし,たが提出致しましたの
で保護もう一度よろしくお願いします。
処分庁に提出（３月８日）しておIります，

第２　 当庁 か認定した事実及び判断

１ :当庁が認定した事実

（１）二平成２２年８月４日付けで、請求人は処分庁に対し、r 仕事が

ないため」との理由により’、保護開始申請を行い、処分庁は請求
人に対して、同日付けで保護を開始したこと。　　　　　　‥

（２）卜平成２β年２月１４日付けで√烙分庁は請求人に対し、r 居住
実態不明であるため。１０月２９日～亅 １月４日にかけて得た収
入･について、再三の指示にも関わらず、根拠書類の提出、説明が
なされない為。」との理由によ1り。保護を停止する期間を平
成２３年２月１日から同年７月３１日までとする本件停止決･定を
通知したこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　’一

（３匚 平成2.3 年５月２４日付けで、･処分庁が審査庁に提出した弁明
書（以下「弁明書」という。）には、次の趣旨の記載があること。・

ア　平成３２年亅 ２月１日　請求人が阡座振替依頼の為に来所し
た際、提出した通帳により、以下の入金が判明。。
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日㎜ 円
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1p=jへ

１ 月１日
㎜

円、１１月3
1巾14 自㎜ 円　合副･㎜

＼入金について聞いたところ、請求人は、㎜( 存命であり、
現在入院φとの申し廁 の所有する家'を㎜ という■ に売っ
た代金が、請求人の口座に振り込まれたとのこと。またこのお
金について はすでiこＩ のために、消費済みで残っTていないとの
卜申立。この入金と、その用途について挙証資料となるものを揃
え。再度来所するよう指示する。( 具体的に、売買契約書、手
続きに関与しだ弁護士等の氏名'、連絡先、登記謄本。また、何
故、■ が存命であるにも関わらず、請求人に韋払われた9)かの
説吶を求めたも乱。また、rｌ りために使った。」とする挙証
資 料 も 求 め｡た 。‘ ）

イ　 平成２２年１２月２４日　平成2 3 一年１月分保護費の受け取
りに請求人ぽヽ/圃 という●4= 来所二請j1人はヽ「この人iこ
売りまし･た。」とだけ言い，圃 という㎜ とともにその｡場を

立ち去る。

ウ　平成２３年１月１７日　請求人来所するも、挙証資料は持参
しておらず、口頭でのみ、㎜ の所有する家を売ったという趣
旨の話を繰り返すため; その内容を書類にして提出するよう説
明し、１月２８日までの挙証資料の提出期限をもうけたが、請
求人からの提出はなjかった。　　　　　　　　　　＼　　十

工　平成２３年２月４日　請求人は来所するも、資料の提出はな
く、「自濆 の保護がすでに止められてい决 としても、売買契約
＼や登記移転等め資料は提出し’たい９」といいヽ「雁ほ■ の文
化住宅に住んでいる。」と耆い残し、艱っていった。

オ　平成２３年２月７日ご請求.人の停廃止の可否について､･ケー



ス診断会陰を開く，請求人の保護停止を･決定す る。

カ　平成２３年３月８日　請求人来所し､、家の売買契約書を提出
す｡る。　　　　　卜

キ　 弁 匆 の 正 当 性

① １ ９ ９ 万 円 に の ぽ る 請 求 人 の 収 入 に つ い.て･レ 相 当 の 期 間 を

も う け ヽ 挙 証 資 料 や 根 拠 資 料 の 提 出 を 求 め た､が 、 提 出 、 明 確 な

説 明 が.な か っ た ． ② 平 成 ２ ３ 年･１ 月 末 を も っ て 、 家 賃 滞 納 に よ

り ． ロ ッ ク ア ウ ト さ れ て お り 、 生 活 保 護 停 止 決 定 時 点 で は 生 活
・　－　●　　　　　　　　　　　 ●　　　　　Ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「保 護 を 申 請 し. た.住 所 地 に は 住 ん で い な い 事 が 明 ら か で あ. る･． ③

ぺ請 求 人 が 述 べ て い る ．3 月 ８ 日 付 の 提 出 資 料 と は 、 「 土､ 地 建 物

売 買 契 約 書 」 の､ み で あ り 、j 本 職 が 指 示 し て. い た 、 挙 証 資 料 は

整 っ て お ら ず 、 入 金 さ れ た 内 容 に つ い て 、 説 明 出 来 る も の で は

な か っ た ． 以 上 に よ り 、 本 職=/が 請 求 人 に 対 し て √ 平 成 ２ ３ 年 ２

月 １ 日 付` で 保 護 停 止 と し た 処 分 に つ い て は 正 当 な 処 分 で あ り 審

査 請 求 を 棄 却 す る と の 裁 決 を 求 め る ．

(４)卜平成２３年６月/1' 5 日付けで、審査庁は請求人に対し、上記
(３)の､認定事実について記載された処分庁の弁明書の副本を送付

／　しレ｡これに対する反論書の提出を求めたが、現在に至るまで、誚
求人から反論書の提出はない･こと。　　　△

２ 判　 断

（:冂　臉鵞４条は、生活保護制度にお｡ける基本原理の一つである=「保
護の補足性」について規定しているが、その･第１項においで。
「保護は、生活に困窮する一者が、その利用し得る資産、能力その

他あらゆるも刃を、その最低限度の生活の維持のために活用する
ことを要件として行われる。」と定’め、また、法第５条は、「こ
め法律の解釈及び運用/は、すべてこの原理に基いてきれなければ
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ならない。」と規定し七いる。

（ ２ ） 法 第 １ ９ 条 第 １ 項 は 、 「 都 道 府 県 知 事 、 市 長 及 び 社 会 福 祉 法

卜 （ 昭 和 ２ ６ 年 法 律 第 ４ ５ 号 ） に 規 定 す る 福 祉 に 関 す る 事 務 所 （ 以

下｡ 「 福 祉 事 務 所 」 と い う 。 ） を 管 理 す る 町 村 長 は･、 次 に 掲 げ る 者

に 対 し て 、 こ の 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 保 護 を 一決 定 し 、 か つ 、
丶　　　　　　　　　 ㎜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

実 施 し な け れ ば な ら な い 。 」 と し 、 そ の 鴆 １ 項 第 １ 号 に お い て

「 そ の 管 理 に 屓 す る 福 祉 事 務 所 の 所 管 区 域 内 に 居 住 地 を 有 す る 要

保 護 者 」 と 定 め て い る 。 こ の 場 合 の 、 居 住 地 と は 、 客 観 的 な･居 住

の 筝 実 の あ る 「 す ま い 」 で あ り 。 居 住 事 実（4）継 続 性 若 し く は そ の

期 待 性 が 具 わ づ て い る 場 所 と 觧 さ れ て い る 。

（３）･法第２６条は「保護の実施機関は、被保護者が保護を必要とし
なくなった･ときは、すみやかに、保護の停止スは廃止を決定し、

白 書面をもって、これを､被保護者に通知しなければならない。」と
定め｡ている。「保護を必要としなくなったとき」とは、被保護者
が法第４条に規定する要件を満たさなくなり、保護を継続実旆す
べぎ状態でなくなった蟇合であると解されている。

（４ ） ま･た 、 法 第2.7 条 一第 １ 項 は 、 。「 保 護 の 実 施 機 関 は レ 被 保 護 者 に 。

対 し て 、 生 活 の 維 持- 、 向 上 そ の 他 保 護 の1 日 的‘達 成 に 必｡ 要 な 指 導 又
ｌ　　　　　　　　　　　 ｜　。　　・

は 指 示 を す る こ と が で き る 。 」 と 規 定 し て い る 。　 ＼ △
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1-　●　　　　　・　　　　　　■
更 に 、 法 第 ６ ２ 条 猖 １ 項 に は 、 被 保 護 者 は 、 保 護 の 実 施 機 関

が 、` 「 第 ２ ７,条 の 規 定 に よ り 、 被 保 護 者 に 対 し √ 必 要 な 指 導 又 は

指 示 を し た と き は 、 ご れ に 従 わ な け れ ば な ら な い 。 」 と 定 め 。 同

条 ３ 項 に 社 、 保 護 の 実 施 機 関 は 。 被 保 護 者 が 、 そ の 「 義 務 に 違 反
●　　　　　　　　　 ・　　■　　　　　　　■　　　　　　・

し た と き は 、 保 護 の 変 更 、 停 止 又 は 廃 止 を す る こ と が･ で き る 。 」

と 規 定 し て い る 。

な お 、 こ の 場 合 に は 、 同 濔 第 ４ 項 に よ り 、 保 護 の 実 施 機 関 は 、

「 保｡ 護 の 変 更 、 停 止 又 は 廃 止 の 処 分 を す る 場 合 に は 、 当 該 被 保 護

卜 者 に 対 し て 弁 明 の 機 会 を 与 え な け れ ぱ な｡ ら な い 。 」 と 規 定 し て い



る 。

（５） 本 件 に二）いて みる と√ 前｡記第２ の １ の（２）及ﾚび（･3）の認 定事 実

のと お り 、処 分 ぷは、請求人の口座に㎜ 円の入金があるこ
とを確認したため卜 請求人にﾚ対し 、 そ･の入金 と用 途 につい て の 挙

証資 料 の提出を指示したが、口頭によ る説明のみで、資料の戔 出ｌ　　　　　　　　　　　　　・　　　　Ｉ　＝
’や濶 確な説明､がな かっ た こ斗 、 まだ、1平成 ２３年 １ 月 末を｡も っ て 、

家 賃滞 納 によ り、 ロッ クアウトされており、居住実態が不明であ

ることから、指示違反、居住実態不明を理･由と し て本 件停 止 処 分
を 行っ た｡こと が 認めら れ･る。　　　　　　　 二　　。

(６､)、処分庁卮、
㎜

円にのぼる睛求人の収入について、相当の
期 間 を もう け 、 擧 亂 資 料 や 根 拠 資 料 の 提 出 を 求 め た が｡ 提 出 、 明

確 な 説 明 が な か っ た の で √ 本 件 停 止 処 分 は 正 当 で あ る 旨 主 張 す る 。

挙 証 資 料 や 根 拠 資 料 の 提 出 の 指 示 に つ い て は 。 処 分 庁 が 審 査 庁 に

提 出 し た 弁 明 書 や 挙 証 資 料､で は 、 そ､の 根 拠 規 定 が 明 ら’か に さ れ て
¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９　・　　／

い な い が 、 前｡記 第 ２ の １ の（３ ）の 認 定 事 実 に よ る 当 該 指 示 を 行 っ

た 経 過 か ら 推 認 す れ ば √ 前 記（４ ）･に 示 す 法 第 ２ ７ 条 第 １ 項 に 基 づ
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　角

い た 指 示 で あ る と み る こ と が で き 、･そ う す る と 、 前 記（４ ）の と お

り 、 処 分 庁 は､ 。法 第 ２ ７ 条 の 規 定 に よ る 指 示 に 従 わ な い と し て 保

護 を 停 止 す る 場 合 は 、 請 求 人 に 対 し て 弁 明 の 機 会 を 与 え な け れ ば

な ら な い と こ ろ 、 前 記 第 ２ の １ の（３ ）の エ の 認 定 事 実 の と お り 、

請 求 人 が 、 「 売 買 契 約 や 登 記 移 転 等 の 資 料 は 提 出 し た い 。 」 と 申

し 摺 て･い る に も か か わ ら ず 、 そ の 申 出 を 組 み 入 れ ず 、 そ の ３ 日 後

に 本 件 停 止 処 分 を 行 っ て い る こ と か ら` 、 本 件 停 止 処 分 に お い､て は 、

請 求 人 に 対･し て 弁 明 の 機 会 を 与 え て い な い と い わ ざ る を 得 ず 、 停

止 処 分 の 手 続 脅 上 に 瑕 疵 が あ る と 認 め ざ る を 得 な い 、 △

（７） また、．処分庁は、平成２３年１月末をもって、家賃滞納によ
犬り、/･ロ ツ’クアウトされており、生活保護停止決定時点でぽ生活保

護を申請した住所地には住んでいない亊が明らかであるから、本
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件停止処分は正当である旨主張する。しかしながら、生活保護停
止決定時点では生活保護を申請した住所地には住んでいない事が
明谷かであるとしでも、前記第２の１の（３）のエ､の認定事実のと
おり、請求人ぽ処分庁に対し、乖活保護停止決定以前ヒ’「今は■
圃 の文化雇宅に作んでいる．」占告げているの七あるから:，転居
先 が 現 住 所 地 と 同 じ 区 内 で あ り 、 ．仮 に 、 こ れ が 事 実 で あ れ ば 、 処

丶　　　　　　　Ｉ　　　　・　　　　　　　　　　　　 、
分 庁 は 、 前 記 （２ ）及 び （ ３ ）に 基 づ き 、 転 居. 先 に お い て 、 請 求 人 が 、

そ の 管 理 〕に 属 す る 処 分 庁 の一所 管 区 域 内 に 居 住 地 を､ 有 す る 要 保 護 者

に 当 た る か を 判 断 し て √ 保 護 を 継 続 す る か を 泱 定 す べ き と こ ろ 、

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １　　　　　　　　　　・　：　９　１　　　　　　　`
睹 求 人 が 告 げ た 転 居 先 の 詳 細 を 調 べ 、 実 際 に 転 居 し て い る か を 確

認 せ ず 、 箏 止 決 定 を 行 っ た こ と に つ い て 、 手 続 き 上 の 瑕 疵 が あ 必

と 認 め ざ る を 得 な い ‥　　　　　　　　　　　･･　　　　 、･

（８） なお、処分庁は、平成2 3 一年３月８日付けで請求人が処分庁
に提出した「土地建物売買契約書」のみでは、指示した挙証資料
は整っておらず、入金された丙･容について、説明出来るもl.のでは

11

；

なかったと主張しているが、そもそも当該資･料は本件停止処分の
後に提出されたものであり、このことをもって、本件停止処分の‘
正当性を判断することはできないので、処分庁の主張には理由が
ない。　　　　　　　　　　　　　-･

（り･匚したがって、処分庁が請求人に対して行っだ本件停止決定は、
取り消すのが妥当であ･ると判断する。

以上の理由により，行政不服審査法第４０条第｡3 項の規定を適用し
て主文のとおり'裁決する。　　　　　 ‥

平･成 ２ ４年 ２ 月 １６ 日

審 査庁　 大阪府知事　 松井　 一


